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令和元年度統計法施行状況に関する審議結果報告書におけるご指摘

１

Ⅱ 第Ⅲ期基本計画への取組状況に関する審議結果
２ 人口動態調査のオンライン報告システムの改修
（２） 取組状況に対する評価、今後の報告性等 （抜粋）

厚生労働省は、オンライン報告システムを未導入の市区町村に対し、その理由を
十分に確認した上で、更なる利用の促進を図ることや、今後の行政のデジタル化
に係る検討内容を踏まえ、統計業務の継続性の確保の観点から、システム改修
等を通じたデータ収集の迅速化・統計作成事務の効率化に継続的に取り組むこと
が望まれる。

令和元年度統計法施行状況に関する審議結果報告書
（令和２年10月29日総務省統計委員会）（抜粋）



出生、死亡、死産、婚姻及び離婚の実態を明らかにすることを目的とする。調査の目的

「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届け出られた出生、死亡、婚姻、離婚及び
死産の全数を対象としている

１月１日～同年12月31日

市区町村長は、出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の届書に基づいて人口動態調査票を作
成する。

調査の概要

厚生労働省 ― 都道府県 ―（保健所を設置する市・特別区）― 保健所 ― 市区町村
※調査方法（オンライン調査又は郵送調査）

調査の対象
及び客体

調査の期間

調査の方法

報告の系統

人口動態調査の概要

調査票及び
調査事項

調査票は、次の５種類で、主な調査事項は下記のとおり。
出生票 出生の年月日、場所、体重、父母の氏名及び年齢等出生届に基づく事項
死亡票 死亡者の生年月日、住所、死亡の年月日等死亡届に基づく事項
死産票 死産の年月日、場所、父母の年齢等死産届に基づく事項
婚姻票 夫妻の生年月、夫の住所、初婚・再婚の別等婚姻届に基づく事項
離婚票 夫妻の生年月、住所、離婚の種類等離婚届に基づく事項
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人口動態統計について
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速報 月報（概数） 年報

公表される
統計数値

調査票を作成した数
（出生、死亡等の人数のみ）

概数

（死亡については死因別も含まれ
る）

確定数

（概数に修正を加え、更に詳細に集計
したもの）

集計対象 日本における日本人及び外国人、
並びに外国における日本人

（いずれも前年以前発生した者を
含む）

日本における日本人
（前年以前発生のものを除く）

日本における日本人

（日本における外国人、外国における
日本人及び前年以前発生の者は別
掲）

公表・時期 毎月
調査月の約２ヶ月後

月報
調査月の約５ヶ月後

毎年（年間合計）
調査年の翌年６月

毎年
調査年の翌年９月

公表される
主な集計表

・出生数
・死亡数
・婚姻件数
・離婚件数
・死産数
・自然増減数

・人口動態総覧（都道府県別）
・死亡数及び死亡率、死因別
・乳児死亡数及び乳児死亡率 死
因別

・死亡数、死因・性・年齢別
・感染症による死亡数、死因別

等

月報（概数）の項目に加え、
・都道府県・出生順位別にみた出生数
・母の年齢･出生順位別にみた合計特
殊出生率

・死亡数，死亡月・性・年齢・死因・都
道府県別

・日本における外国人の人口動態、外
国における日本人の人口動態、前年
以前発生分の人口動態

等

死因分類表 － 死因簡単分類（約140分類） 死因基本分類（約1万5千分類）

○ 公表している統計には、「速報」、「月報（概数）」、「年報」の３種類があり、以下の違いがある。



人口動態調査体系図
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人口動態調査オンライン報告システム
【政府共通プラットフォーム+総合行政ネットワーク（LGWAN）＋政府共通ネットワーク（G-NET）】
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要 旨
人口動態調査令施行細則の
一部を改正する省令案について
（概要）

平成２９年１０月２日
厚生労働省政策統括官付
参事官付人口動態・保健
社会統計室

厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）では、統計法（平成19 年法律第53号）第２条第６項の基
幹統計調査として人口動態調査を実施し、同条第４項第３号の基幹統計としての人口動態統計を作成し、公表し
ている。

具体的には、戸籍法（昭和22年法律第224号）等の届出に基づき、市区町村長が調査票を作成し、保健所長
及び都道府県知事を経由して厚生労働大臣に提出されており、当該調査票の送付は、電子情報処理組織（人口
動態調査オンライン報告システム。以下「報告システム」という。）による送付か、書面又は電磁的記録媒体による送付
という形式で行われてきた。

しかし、書面による送付分に用いられてきた光学式文字読取装置（OCR）読込用の内部システムについて、業務
の効率化及びコスト削減のため、平成30年から廃止することとなった。

これに伴い、人口動態調査令施行細則（昭和23年厚生省令第６号）について、調査票の送付を原則、報告シ
ステムにするなど、所要の改正を行うものである。

人口動態調査令施行細則

附則
平成２９年１０月２日
厚生労働省令第一〇五号

第十条 第一条第一項及び第二条から第四条までの規定による人口動態調査票及び市町村送付票、保健所送付
票又は都道府県送付票（以下「調査票等」という。）の作成は、それぞれ第六条の規定に基づく様式第一号から
様式第五号まで及び様式第八号、様式第九号又は様式第十号の各欄に記載すべき事項を当該様式に準ずる様
式により厚生労働省の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）で明確に判別できるように記
録する方法により行う。

② 前項の規定により作成された調査票等の送付は、厚生労働省の使用に係る電子計算機と送付をしようとする者の
使用に係る入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用して行う。

③ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して送付をする場合は、同項の電子計算機に備えられたファイルへの記
録がされたとき（保健所を設置する市にあっては、当該記録につき市長の確認を受けたとき）に調査票等が保健所長、
都道府県知事又は厚生労働大臣に到達したものとみなす。

④ 第一項の規定による作成又は第二項の規定による送付をすることができない場合には、調査票等の書面又はそ
の情報を記録した電磁的記録媒体（第六条の規定に基づく様式第一号から様式第五号まで及び様式第八号、様
式第九号又は様式第十号の各欄に記載すべき事項を当該様式に準ずる様式により厚生労働省の使用に係る電子
計算機で明確に判別できるように記録した物で、これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる
ものを含む。以下同じ。）の作成又は送付をもって代えることができる。

１．関連省令の改正

例外

※ 物理的に送付でき
ない場合に限る

人口動態調査オンライン報告システムの利用促進について １
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年次 利用促進に向けた取組

～平成30年度 人口動態調査における発生件数の多い市区町村にピンポイントで説明会を実施

令和元年度 ［アンケートの実施］
アンケートを実施し、弊害となる導入できない理由を聴取し、導入に向けた提案、メリットを提示。
 令和元年6月3日
未導入機関に対し導入の可否、導入予定時期、未導入の理由等のアンケートを実施

 令和元年11月8日
紙調査票による報告の廃止に伴いオンライン報告又はＦＤ等記録メディアによる報告の切り替えを依頼

 令和2年1月21日
アンケート結果を受け、意見に対する回答と合わせ利用促進について依頼

［周知］
 令和2年3月3日
令和元年度全国厚生統計主管課担当者会議において利用促進を周知

［機能改修］
オンライン報告システムの利便性向上及びセキュリティ強化を図るため、次の取組を実施した。
 ＪＡＶＡ（ＪＲＥ）インストールを必要としない簡易な起動プログラムを実装した。
 操作方法、障害発生時に必要となる情報を入手しやすいようにオンライン報告システム専用ホームページの構
成を見直した。

令和２年度 ［機能改修］
オンライン報告システムにおける調査事務の更なる効率化を図るため、調査票の送信漏れ防止等の改修を行った。

［周知］
✓令和３年２月１８日
令和２年度全国厚生統計主管課担当者会議において利用促進を周知

令和3年度 ［ヒアリングの実施］
一部の自治体へヒアリングを実施し、導入できない理由や導入後のメリットを聴収した。
 令和３年９月～11月
一部の自治体（未導入・導入済機関）に対し導入の可否、導入予定時期、未導入の理由、導入メリット等のヒア
リングを実施

［周知］
 令和４年3月９日
令和３年度全国厚生統計主管課担当者会議において利用促進を周知

２．利用促進にむけた主な取組

【関連通知等】 人口動態調査オンライン報告システムの導入促進について（通知）（統人発 0606 第１号 平成28年６月６日）
「人口動態調査オンライン報告システム導入についてのお願い」を毎年、自治体宛に周知

人口動態調査オンライン報告システムの利用促進について ２
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年次 オンライン率

平成24年分 90.91％

平成25年分 92.96％

平成26年分 94.81％

平成27年分 96.26％

平成28年分 97.29％

２．調査票のオンライン報告率

調査票（令和３年分）のオンライン報告率 99.98％
（総数：約30１万件、紙報告：約600件）

人口動態調査のオンライン化の状況

８

自治体におけるオンライン報告システム導入率（令和４年６月末現在）

都道府県：100％、保健所：100％、 市区町村：４１.３％

１．自治体におけるオンライン報告システム導入率

年次 オンライン率

平成29年分 98.18％

平成30年分 99.30％

令和元年分 99.52％

令和２年分 99.95％

令和３年分 99.98％

年次 市区町村
システム導入率

(参考）

市区町村総数 システム導入
市区町村数

平成28年12月末時点 20.6％ 1,896 390

平成30年12月末時点 25.6％ 1,896 486

令和２年１月末時点 32.5％ 1,896 617

令和３年１月末時点 38.2％ 1,896 724

令和４年１月末時点 40.9％ 1,896 776

令和４年６月末時点 41.3％ 1,896 783
*都道府県：平成20年７月調査月から全都道府県で導入
*指定都市：平成26年３月調査月から全指定都市で導入
*保 健 所：令和元年８月調査月から全保健所で導入



(自治体における導入意識に係るもの）

 現行の運用で特に不便が無く、導入する必要性を感じないた
め。

 担当者がITを苦手としているため、新しいシステムの導入に抵
抗があるため。

（自治体における体制・環境整備に係るもの）
 他業務との兼ね合いで導入にかける時間が無いため。
 システムの整備などで関係各所との調整が必要になるため。

 情報データを含む電子媒体を外部接続可能な端末に接続する
ことについて、情報漏洩などのリスクに配慮する必要がある。

令和３年度 地方自治体に対するヒアリング結果

○令和４年度においても、自治体に対しアンケートにより事情を聴取する予定。

○アンケートの結果を踏まえ、自治体固有の事情に配慮しつつ、オンライン導入へ有効な方

策の検討を引き続き行う。

○調査事務の更なる効率化に向け、自治体の意見を聴取しつつ、オンライン報告システムの

改修も引き続き取り組み、あわせてオンラインの推奨を図る。

＜参考：システム導入済みの市区町
村より聴取した導入メリット＞

○送付方法が郵送からシステム上で
の処理に変わったことで、送付作業の
時間が短縮。

○保健所への調査票データを含む電
子媒体の郵送又は持ち込み時の移動
がなくなるため、情報漏洩リスクが軽
減。

○オンライン報告システム上で事務シ
ステムから出力した調査票件数と一
致しているか再度確認できるため、報
告漏れのリスクが軽減。

○配達記録が残る形式で郵送するた
めにかかる切手代などの費用を削減。

9

＊ヒアリング実施対象 市区町村 保健所 都道府県

19 （未導入12、導入済７） 11 14

【システム未導入の市区町村より聴取した未導入の理由】


